
令和４年度

中札内村役場総務課企画財政グループ

補正予算の概要

＜令和５年３月補正予算　編＞

令和５年３月定例会において可決されました
補正予算の概要についてお知らせします。



１　各会計補正予算総括表

（令和５年３月補正予算分） （単位：千円）

補正前の額 補　正　額 合　　計

一般会計 6,565,502 414,925 6,980,427

特別会計 906,172 △ 4,279 901,893

　国民健康保険特別会計 479,929 △ 1,814 478,115

　介護保険特別会計 346,443 △ 813 345,630

　後期高齢者医療特別会計 79,800 △ 1,652 78,148

公営企業会計 692,158 △ 49,774 642,384

　簡易水道事業会計 282,562 △ 32,340 250,222

　公共下水道事業会計 409,596 △ 17,434 392,162

8,163,832 360,872 8,524,704

※公営企業会計は支出総額

会　　　計　　　名

合　　　　　計



2　一般会計補正予算の概要

①　歳　入

款 補正前の額 補　正　額 合　　計 構成比

　１　村　　　税 647,677 42,874 690,551 9.9

　２　地 方 譲 与 税 91,856 △ 828 91,028 1.3

　３　利子割交付金 500 0 500 0.0

　４　配当割交付金 1,200 0 1,200 0.0

　５　株式等譲渡所得割交付金 900 0 900 0.0

　６　法人事業税交付金 9,000 0 9,000 0.1

　７　地方消費税交付金 97,000 0 97,000 1.4

　８　環境性能割交付金 6,000 0 6,000 0.1

　９　地方特例交付金 3,886 6,252 10,138 0.2

１０　地 方 交 付 税 1,922,246 62,899 1,985,145 28.4

１１　交通安全対策特別交付金 600 0 600 0.0

１２　分担金及び負担金 49,492 △ 367 49,125 0.7

１３　使用料及び手数料 257,099 △ 14,150 242,949 3.5

１４　国 庫 支 出 金 386,618 146,346 532,964 7.6

１５　道 支 出 金 379,110 20,841 399,951 5.7

１６　財 産 収 入 15,858 8,664 24,522 0.4

１７　寄   附   金 1,284,506 22,002 1,306,508 18.7

１８　繰   入   金 900,160 35,648 935,808 13.4

１９　繰   越   金 89,411 0 89,411 1.3

２０　諸   収   入 110,402 544 110,946 1.6

２１　村        債 311,981 84,200 396,181 5.7

歳　入　合　計 6,565,502 414,925 6,980,427 100.0

（単位：千円、％）



②　歳　出

款 補正前の額 補　正　額 合　　計 構成比

　１　議　会　費 50,643 △ 1,116 49,527 0.7

　２　総　務　費 1,665,975 134,505 1,800,480 25.8

　３　民　生　費 863,970 △ 22,991 840,979 12.0

　４　衛　生　費 430,272 △ 2,274 427,998 6.1

　５　労　働　費 10,040 △ 605 9,435 0.1

　６　農 林 業 費 752,673 36,189 788,862 11.3

　７　商工観光費 263,525 345,175 608,700 8.7

　８　土　木　費 578,897 26,719 605,616 8.7

　９　消　防　費 199,433 95 199,528 2.9

１０　教　育　費 959,964 △ 102,818 857,146 12.3

１１　災害復旧費 10,798 0 10,798 0.2

１２　公　債　費 570,553 197 570,750 8.2

１３　諸 支 出 金 203,759 1,849 205,608 2.9

１４　予　備　費 5,000 0 5,000 0.1

歳　出　合　計 6,565,502 414,925 6,980,427 100.0

（単位：千円、％）



３　一般会計補正予算の主な事業（５０万円以上）

①歳入補正予算の主な事業 （単位：千円）

款　　別 事　　項 補 正 金 額 説　　　　　　　明

現年課税分（個人村民税） 25,000

現年課税分（法人税） 8,000

現年課税分（固定資産税） 5,303

現年課税分（たばこ税） 4,036

地 方 譲 与 税 森林環境譲与税 △ 828 交付見込による

地 方 特 例 交 付 金 新型コロナウイルス感染症対策地方税減収補填特別交付金 6,252 新型コロナウイルス対策による固定資産税の減収補てん

地 方 交 付 税 普通交付税 62,886 財源調整として

放課後児童クラブ負担金 △ 552 休所・退所により利用者数が減少したことによる

道営事業受益者負担金 900 道営事業の事業費が増加したことによる

学校給食費負担金 △ 806 学校行事等による給食提供日数が減少したことによる

牧場使用料 △ 16,861 当初見込より預託頭数が少なかったことによる

村営住宅使用料 2,533

特定公共賃貸住宅使用料 △ 1,354

地域振興住宅使用料 722

居宅介護サービス計画手数料 899 収入見込による

介護給付・訓練等給付費負担金 △ 9,622

障害児入所給付費等負担金 △ 600

児童手当負担金 △ 670 支給対象児童数の減

デジタル基盤改革支援補助金 △ 1,956 次年度以降へ延期したことと補助対象外経費を除いたことによる

マイナポイント事業費補助金 1,977 マイナポイント申込期限延長による

地方創生拠点整備タイプ 154,961 まちなかキッチンスタジオ建設工事に対する補助金

地域生活支援事業費補助金 2,550 補助対象事業費の増

子ども・子育て支援交付金 △ 802 交付見込による

新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業費補助金 3,490 新型コロナウイルスワクチン接種事業費の財源として

社会資本整備総合交付金（地域住宅支援） △ 1,076

道路メンテナンス補助金 △ 1,314

介護給付・訓練等給付費負担金 △ 5,920 交付見込による

保険基盤安定拠出金 △ 519 繰入額確定による

市町村地域生活支援事業費補助金 1,275

子ども・子育て支援交付金 △ 1,150

多子世帯の保育料軽減支援事業費補助金 1,714

農業委員会交付金 746 対象事業費の増

造林事業補助金 △ 614 補助対象事業費の減

環境保全型農業直接支援対策事業補助金 △ 1,638

豊かな森づくり推進事業補助金 △ 648

農業次世代人材投資事業補助金 △ 991 補助対象事業費の減

農地利用最適化交付金 1,888 交付見込による

農業経営高度化促進事業補助金 750 道営事業の事業費の増

経常継承・発展支援事業補助金 △ 2,500

農山漁村地域整備交付金 △ 1,460

森林環境保全整備事業補助金 △ 1,192

みどりの食料システム戦略緊急対策交付金 30,799 みどりの食料システム戦略緊急対策交付金の財源として（村経由で事業者へ交付）

監督補助 649 補助金額確定による

財 産 収 入 立木売払 7,930 当初見込より木材が高騰し、売払金額が増加したため

文化振興基金寄附金 △ 5,000

ふるさと活性化基金寄附金 △ 24,020

教育振興基金寄附金 △ 9,000

元気な農業サポート事業寄附金 △ 688 寄附額確定による

ふるさと納税クラウドファンディング 82,020

ふるさと応援寄附金 △ 21,000

公共施設等整備基金繰入金 4,300 道営担い手畑総事業（札内川右岸北部地区）の財源として

ふるさと活性化基金繰入金 46,018 まちなかキッチンスタジオ整備事業の財源として

豊かな環境等創成基金繰入金 △ 820

福祉基金繰入金 △ 1,375

食と農業農村振興基金繰入金 △ 4,270

永井明奨学金基金繰入金 △ 3,840

文化振興基金繰入金 △ 3,482

森林環境整備基金繰入金 1,304

教育振興基金繰入金 △ 1,854

寄 附 金

繰 入 金

クラウドファンディング型ふるさと納税の寄附額確定による

ふるさと納税寄附金の使途指定割合の変更による

基金充当事業費の補正による

使 用 料 及 び 手 数 料

村 税 収入見込による

国 庫 支 出 金

道 支 出 金

分 担 金 及 び 負 担 金

入居見込による

対象事業費の確定による

交付見込による

補助金額確定による

補助対象事業費の確定

交付見込による



いきいきふるさと推進事業助成金 1,000 中札内村ファイターズ応援大使事業の財源として

堆肥化処理施設維持負担金 △ 5,000
資材や燃料の高騰等に伴い、堆肥化処理施設運営経費が増加したため、令和４年度の施設維持
負担金を特例的に免除したことによる

鉄くず売払 1,837 売払量の確定による

北海道市町村備荒資金組合納付金還付金 △ 2,000 戸別受信機の年度内購入が困難なため

長寿・健康増進事業特別対策補助金 1,126 補助見込による

宝くじ交付金 3,233 交付金額確定による

公共施設解体撤去等事業債 △ 3,300 対象事業費の確定による

まちなかキッチンスタジオ整備事業債 143,900 まちなかキッチンスタジオ整備事業の財源として

西札内林業専用道路整備事業債 △ 1,100

元更別林道橋梁整備事業債 △ 1,400

公営住宅建設事業債 △ 500

中札内小学校長寿命化事業債 △ 53,100

②歳出補正予算の主な事業 （単位：千円）

款　　別 事　業　名　等 補 正 金 額 説　　　　　　　明

中札内村・川越市中学生交流事業交付金 △ 877 新型コロナウイルス感染症の影響で事業を中止したことによる

公共施設等整備基金積立 110,000 余剰金の積立

調査設計委託 4,059 ときわ野分譲地の残地を新規分譲地とするための用地確定委託

公共施設解体撤去等工事 △ 3,729 事業終了による

高齢者安全運転サポート補助金 △ 590 支出見込による

外字同定支援業務 △ 1,634 次年度以降へ延期したことによる

マイナポイント申込支援業務委託 1,634 マイナポイント付与期間の延長による

パソコン 1,427 令和５年度新規採用職員用のパソコンの購入

戸別受信機 △ 2,915 商品の需要増により、年度内購入が困難なため

ふるさとづくり事業補助金 △ 1,918 補助見込による

六花の森イベント事業補助金 △ 2,253 補助金額確定による

ふるさと納税クラウドファンディング補助金 42,008 補助金額確定による（寄附金額の40%）

ふるさと活性化基金積立 △ 10,007 ふるさと応援寄附金の使途指定割合の変更による

ふるさと納税サイト掲載委託 5,148 寄附金額の増

自動車借上料 △ 2,123
新型コロナウイルス感染症の影響でイベント等が中止となり、貸切バスの運行が少なかったこ
とによる

ポロシリ福祉会運営助成補助金 533 デイサービスの利用者減に伴う介護報酬減収により、運営費に不足が生じたため

高齢者民間バス交通費 △ 785 実績見込による

日中一時支援事業委託 △ 3,013 新型コロナウイルス感染症の影響や児童の利用者数の減少により、利用回数が減少したため

法外援護（通所費助成） △ 631 新型コロナウイルス感染症の影響により、通所日数やサービス利用回数が減少したため

介護給付費 △ 9,870 支給決定人数の減少及び新型コロナウイルス等によるサービス利用の減少による

訓練等給付費 882 新規利用（３月分）の見込による

保険基盤安定拠出金 △ 692 額確定による

子育て世帯臨時特別給付金 △ 3,400 支給対象児童数の減

燃料費（保育園） 1,398 燃料単価の高騰による

光熱水費（保育園） 1,352 電気料金の高騰による

修繕料（診療所） 1,000
貯水タンク内バルブが故障し、また、入院病床の廃止によって貯水方式の必要性もなくなって
いることから、水道を貯水タンク式から直結・直圧式に変更するため

特定不妊治療費 1,026 申請見込による

予防接種業務委託 △ 2,324 当初見込より接種者が減少したことによる

新型コロナウイルスワクチン接種事業費 3,490 新型コロナウイルスワクチン春夏追加接種にかかる経費

生ごみ処理施設建設工事 △ 506 事業費確定による

十勝圏複合事務組合負担金（環境分） △ 522 分担金の額確定による

資源ごみ処理委託 520 資源ごみ搬入量増加によるリサイクルプラザへの運搬回数増による

労 働 費 自動車借上料 △ 605 人数減少により車両を公用車で賄ったことによる

衛 生 費

総 務 費

民 生 費

対象事業費の確定による

諸 収 入

村 債



食と農業農村振興基金積立 △ 4,000 堆肥化処理施設維持負担金を免除したため

元気な農業サポート事業補助金 △ 4,258 交付見込による

農産物集積場（堆肥場）設置補助金 △ 500

豆類自動選別機導入補助金 △ 500

環境保全型農業直接支援対策事業補助金 △ 2,183

農業次世代人材投資事業補助金 △ 991

経営継承・発展支援事業補助金 △ 5,000

道営担い手畑総事業札内川右岸北部地区負担金 33,532

道営担い手畑総事業札内川右岸南部地区負担金 2,000

道営農道整備特別対策事業中島地区負担金 △ 2,000 事業主体である北海道が減額補正したことによる

レンダリング環境対策補助金 △ 1,000 補助辞退による

みどりの食料システム戦略緊急対策交付金 30,799 消化液散布車の導入事業に対する交付金（村経由で事業者へ交付）

造林推進事業補助金 △ 506

豊かな森づくり推進事業補助金 △ 1,052

森林環境整備基金積立 985 譲与税額確定による積立増

西札内林業専用道全体計画調査委託 △ 3,037

元更別林道橋補修設計委託 △ 2,861

村有林整備工事 △ 1,670

まちなかキッチンスタジオ工事監理委託 7,909

まちなかキッチンスタジオ外構整備設計委託 12,800

まちなかキッチンスタジオ建設工事 327,998

キッチンスタジオ備品 2,099

商工業プロモーション推進事業補助金 △ 3,178

サテライトオフィス設置推進補助金 △ 550

ワーケーション普及促進事業助成金 △ 3,433

運送事業者臨時支援金 △ 1,190

中小企業振興資金保証料補給補助金 2,637

観光振興推進員事業関係借上料 △ 538 支出見込による

光熱水費（道の駅関連施設） 1,827 電気料金の高騰による

修繕料（道の駅関連施設） 693
今後、使用電力量の大きい厨房機器（電気オーブンなど）を導入した場合に、過電流等の負荷
による施設全体の停電を防ぐため、カントリープラザ厨房への動力電源にブレーカーを新設す
るもの

公園管理委託 △ 1,682 契約額確定による

廃棄物処理処分委託 △ 968 前年度の路面凍結防止による砂巻きや枯葉等の堆積物が少なかったことによる

道路維持委託 △ 9,812

道路維持補修工事 △ 1,301

除雪委託 41,464 当初想定より降雪量が増加したことによる

調査設計委託 △ 1,607 契約額確定による

定住促進補助金 △ 715 支出見込による

修繕料（村営住宅） 5,524 長期入居者の退去による内部修繕の増加や、資材高騰のため

公営住宅等長寿命化計画策定委託 △ 535

公営住宅改修工事 △ 1,100

高等学校就学支援対策事業補助金 △ 680

通学費等助成事業補助金 △ 934

永井明奨学資金貸付金 △ 3,840 貸付見込による

スクールカウンセラー業務委託 △ 719

医療的ケア児支援委託 △ 713

小中学校エアコン設置工事 △ 10,098 支出額確定による

教育振興基金積立 △ 9,000 ふるさと納税寄附金の使途指定割合の変更による

中札内村青少年国際交流派遣研修事業補助金 △ 2,480 新型コロナウイルス感染症の影響による事業中止のため

修繕料（給食センター） 602 換気扇交換等のため

燃料費（中札内小学校） 1,856 燃料単価の高騰による

光熱水費（中札内小学校） 1,638 電気料金の高騰による

中札内小学校外部塗装・屋上防水等工事 △ 58,997 契約額確定による

燃料費（上札内小学校） 543 燃料単価の高騰による

電話料（上札内小学校） △ 515 支出見込による

燃料費（中札内中学校） 1,040 燃料単価の高騰による

光熱水費（中札内中学校） 1,070 電気料金の高騰による

修繕料（中札内中学校） 513 タブレットパソコン６台の修繕のため

文化振興奨励事業補助金 △ 3,482
子どものアート事業（音大、美大）が実施できなかったことやチケット収入増及び外部補助金
の活用による

文化振興基金積立 △ 5,000 ふるさと納税寄附金の使途指定割合の変更による

光熱水費（交流の杜） 746 電気料金高騰による

中札内交流の杜管理委託 726 支出見込による

暖房制御機器更新工事 △ 3,036 ボイラー本体の年数が経過し、本体更新と合わせて実施するため当該工事の見送りによる

光熱水費（文化創造センター） 729 電気料金の高騰による

介護保険特別会計 △ 1,132

後期高齢者医療保険特別会計 △ 2,029

公共下水道事業負担金 △ 20,098

公共下水道事業補助金 △ 36,726

公共下水道事業出資金 62,101

事業費確定による

事業費確定による

事業費確定による

特別会計の補正に伴う繰出金の補正

教 育 費

補助見込による

契約額確定による

支出額確定による

諸 支 出 金

交付見込による

公営企業会計の補正に伴う繰出金の補正

事業主体である北海道が、早期工事着手のために次年度繰越を前提とした事業費の増額補正し
たことによる

まちなかキッチンスタジオ整備のため

支出見込による

農 林 業 費

商 工 観 光 費

土 木 費



（単位：千円）

款　　別 事　　項 補 正 金 額 説　　　　　　　明

医療給付費分現年課税分 △ 8,600

後期高齢者支援金分現年課税分 1,219

介護納付金現年課税分 2,387

道 支 出 金 道繰入金 1,663 交付見込による

繰 越 金 繰越金 514 令和３年度の決算剰余金額確定による

（単位：千円）

款　　別 事　　項 補 正 金 額 説　　　　　　　明

保 健 事 業 費 特定健診等委託 △ 694 支出見込による

（単位：千円）

款　　別 事　　項 補 正 金 額 説　　　　　　　明

介 護 保 険 料 第１号被保険者介護保険料現年度分 △ 1,028 被保険者数の減による

繰 入 金 事務費繰入金 △ 773 財源調整として

繰 越 金 繰越金 2,686 令和３年度の決算剰余金額確定による

（単位：千円）

款　　別 事　　項 補 正 金 額 説　　　　　　　明

総 務 費 南十勝介護認定審査会負担金 △ 584 支出額確定による

居宅介護サービス等給付費 2,164

介護予防サービス等給付費 855

施設介護サービス給付費 △ 894

特定入所者介護サービス等諸費 △ 3,136

地 域 支 援 事 業 費 通所型サービス費 526

基 金 積 立 金 介護保険事業基金積立 1,125 財源調整として

５　介護保険特別会計補正予算の主な事業（５０万円以上）

②歳出補正予算の主な事業

４　国民健康保険事業特別会計補正予算の主な事業（５０万円以上）

①歳入補正予算の主な事業

②歳出補正予算の主な事業

収入見込による国 民 健 康 保 険 税

①歳入補正予算の主な事業

執行見込による

保 険 給 付 費



（単位：千円）

款　　別 事　　項 補 正 金 額 説　　　　　　　明

事務費等負担金 △ 1,806 財源調整として

保険基盤安定繰入金 △ 692 繰入額確定による

繰 越 金 繰越金 738 令和３年度の決算剰余金額確定による

（単位：千円）

款　　別 事　　項 補 正 金 額 説　　　　　　　明

総 務 費 健康診査委託 △ 502 支出見込による

後 期 高 齢 者 医 療
広 域 連 合 納 付 金

保険料等負担金 △ 692 支出額確定による

（単位：千円）

款　　別 事　　項 補 正 金 額 説　　　　　　　明

水道使用料現年分 △ 2,833

営農用水使用料現年分 △ 879

更別村営農用水道負担金 △ 2,777

更別村簡易水道負担金 △ 760

国庫補助金 1,228

工事負担金 △ 8,975

一般会計繰入金 △ 3,180

簡易水道事業債 △ 2,100

その他負担金 3,911

（単位：千円）

款　　別 事　　項 補 正 金 額 説　　　　　　　明

ろ過池清掃委託 △ 921 契約額確定による

建物 △ 5,333

構築物 △ 11,766

機械及び装置 △ 8,969

工具・器具・備品 △ 3,902

消費税 1,700 中間納付後の確定申告により、追加納付が発生したため

発電機備品 △ 950

工事請負費 △ 1,493

①歳入補正予算の主な事業

費 用

収入見込による

対象事業費確定による

固定資産台帳精査による有形固定資産減価償却費の変更

資 本 的 支 出

収 益

固定資産台帳精査による長期前受金戻入額の変更

対象事業費の確定による資 本 的 収 入

契約額確定による

７　簡易水道事業特別会計補正予算の主な事業（５０万円以上）

②歳出補正予算の主な事業

６　後期高齢者医療特別会計補正予算の主な事業（５０万円以上）

①歳入補正予算の主な事業

繰 入 金

②歳出補正予算の主な事業



（単位：千円）

款　　別 事　　項 補 正 金 額 説　　　　　　　明

下水道使用料現年分 △ 1,738 収入見込による

一般会計繰入金（基準用） △ 955

一般会計繰入金（基準外） △ 27,000

国庫補助金 9,353

一般会計繰入金 △ 731

還付消費税及び地方消費税 6,438 確定申告による還付金発生のため

公共下水道事業債 △ 8,100

社会資本整備総合交付金 △ 8,264

一般会計出資金 62,101

他会計負担金（基準内繰入金） △ 19,143

補助金（基準外繰入金） △ 9,726

（単位：千円）

款　　別 事　　項 補 正 金 額 説　　　　　　　明

光熱水費 1,635 電気料金の高騰による

建物 △ 1,026

構築物 1,733

工事請負費 △ 3,046

設計・測量・監理委託料 △ 770

工事請負費 △ 16,680

固定資産台帳精査による長期前受金戻入額の変更

契約額確定による資 本 的 支 出

対象事業費の確定による

財源調整として

資 本 的 収 入

固定資産台帳精査による有形固定資産減価償却費の変更

費 用

８　下水事業特別会計補正予算の主な事業（５０万円以上）

①歳入補正予算の主な事業

②歳出補正予算の主な事業

財源調整として

収 益


